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1965年 日本 と韓国との国交が再開されたが、この前後 きびしい反対運動があ り、韓国語学界で
も、その間の韓国動乱など国内事情 もあいまって、言語政策の上からして も断交20年 では十分で
ないとの意見が強かった。











韓国の高校は、大学への進学をめざす一般系高校 と、就職をめざす実業系高校 に分類 され、第
2外 国語は、一般系高校で10単位、実業系高校で6単 位を履修することになっている。第2外 国
語は現在(1994年)ド イツ語、フランス語、スペイン語、日本語、中国語の5ヵ 国語からなり、
生徒はその中から一科目を選び高校3年 間にかけて単位を履修 している。




かったのは、 ドイツ語やフランス語の教育基盤が占めていた比重が強かったからであ り、現在 も
なお一般系高校では ドイツ語の選択が再優位 を占めてお りフランス語 も多数 を示 している。
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このような変化の過程で、高校の第2外 国語教育 に影響 を及ぼ したのが1982年 に試みた 「学力
考査」である。これは、それまで各大学別に行われてきた、選抜試験のかわりに、教育部が全国
一斉に行 う学力テストである。ここで、外国語の試験 は、英語と第2外 国語 を一つにして、その
中から1科 目を選ぶことになっていた。これは、試験:科目としては第2外 国語が英語 と同等の比
重を持つようになった一時期であった。これまで英語 にかたよっていた制度から離れ、外国語の
教育 を多変化するといった革新的な試みでもあったが、英語の実用性や学校における英語教育の
基盤からしても現実性がな く、この制度はさほど長 くは続かなかった。1986年 度からは、第2外
国語が英語から分離され独立科目にな り、試験科 目としての比重が もっとも高 くなったといえる。
この時期に日本語の選択は、他の外国語に比べていちじるしく増加 したのだが、それは、 日本語
がより学びやす く点数獲得 にも有利であると認識 されていたからである。
ところが、1994年から再び大きな変化があった。全体試験 として 「修学能力試験」が導入され、
各大学が任意に行う選抜試験成績、内申成績などを合算 して選抜する制度である「修学能力試験」
は、言語領域(国 語分野)、数理探究領域(数 学分野)、外国語領域(英 語)の3科 目に対する総
合的なテス トで、第2外 国語は除外 された。大学別に行 う試験には第2外 国語が入れられた場合
もあるが、大多数の大学は試験を行わなかった。(大 学別に行われる選抜試験はますます減少す
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る見込みである)これで高校での日本語は大学入学試験 とは直接的なかかわ りがな くなってきた。
〈表2>1994年 度 高校第2外 国語学習人ロ
区 分 日 本 語 ドイ ツ 語 フランス語 中 国 語 スペイン語
一般系高校 241,283 290,212 153,168 23,034 1,376
実業系高校 477,498 41,395 27,662 20,907 31
(教育統計年鑑)




の教育方法になったか らである。5年 毎に改編 される教育課程では、時期相応の新 しい方法論や、







い教科書作 りの指針である 「第六次教育課程」では、大胆な革新を試みている。まず、注 目にあ
たいするのは、これまで教科書中心の学習から離れて、教育課程に重点を置 き、コミュニケーシ ョ




育環境 を作 るための施設や資料である。日本から入って くる出来上が った教本の数はおびただ し
いが、日本の社会、文化、現代 日本人の暮らしなどについての具体的な情報が甚だ乏 しい。それ
に、クラスの規模、合理的な学習時間の運営なども問題になっている。次 は、この転換期に提起






使能力の不足などをあげている。(1994年 日語 日文学会 報告)
大学での日本語教育




日本語専攻 13 日本語学専攻学科 3
日本語通訳専攻 3 日本語専攻学科 6
観光日本語専攻 8 日本語教育専攻学科 8













過程を一通 りは教 えるという立場で作 られている。多 くの学生が日本語の熟練無 しに専攻科目に


















センターなどの生涯教育機関で教養活動 として行 う場合、営利を目的に外国語学院(日 本の外国
語学校)で 教える場合などがある。
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学校外での日本語教育でもっとも盛んなのは、営利 目的の学院(外 国語学校)で の日本語講習
である。募集広告によれば、教育内容として大学入試、就職試験、留学準備、社内昇進などがか
かげられているが、これは受講者たちの日本語を習う目的をそのまま反映 している。全国に広がっ
ている私設学院の数はおびただ しく、その浮き沈みも激 しいので把握 しにくい面 もあるが、ほと
んどが英語と並行 して教えていて、日本語ブームの社会現状を反映している。
近ごろ大企業をはじめいろんな会社で社員の外国語研修に力を注ぎ、日本語を習う社員 も増加
してい く趨勢である。研修の方法は社内に講師を招いて教 え、その成果 を社員の昇進などの評価
に反映する。このような研修が盛んになるにつれ、企業内の研修を専門に代行するビジネスが新
しく登場 した。たとえば、1989年 に設立された 「大韓外国語研修協会(KLA)」 もその一つであ










文化 に対する幅広い教養がなければならない し、常に新 しい教授法も要求される。
日本語教育の課題と展望
以上で、韓国における日本語教育の現況を、学習人口の増加趨勢と多様化によってもたらした
問題を中心に大まかに考察 してきた。量的にこれほど増加 して しまった学習者に対 して、いかに


















において教師の再教育 も急務の一つであり、これは持続性 を持 って行わなければならない。これ
には、実質的な日本語教育に対する研究が先行 されなければならないし、実現するまでには組織
力と時間と財源を必要 とするので、教育上の変化 はす ぐには期待しがたい。 しかし、政府主導の
改革政策に伴って各大学では教育改革試案が次 々発表されつつある。大学における日本語教育の
革新 もこれに伴い活発に展開され、進んでは高校や社会での日本語教育にも反映されることが期
待されている。
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